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専門的社会主義農業経営の形成

←一一DDRの場合一一一

青木園彦

は じ め に

多くの社会主義国が農業の工業的生産方法への移行〔農業の工業化〕や，農業

をめぐる部門間の垂直協業(農工コムプレックスりの確立・整備，およびそれら

に絡まる一連の諸課題を何年か前より実践H程にのせた2)。

この過程は必ずしも平担ではなく，試行錯誤が少なくなし園により分野に

より多様 Eもある。技術的困難も小さ〈ない上tに r社会経済的」プロセス

としての複雑な諸問題がからむからである。

農業生産を機械制大工業水準にひきあげるこの過程は，政治経済学的には，

農業経蛍を工業経営と同等の権利・義務水準に高める，即ち協同組合的所有止

揚白，物質的前提を形成する過程であろうのだが.その重要性にもかかわらず，

進行する事熊の具体的研究はわが圏では多くはない。多くのメルクマーノレをも

!) r農工コムプレックスJ(ArpapHO-n伊 M"山出H凶 KOMnJ臨めという言葉には，農業生産と工

業生産の発展した有機的結合という国民怪済的部門連関町用法と，企業または企業間関部りレベ

ルでの農業生産と工業生産自直接的結合とトう経営組織論的周法とがある。ソ連では，例えばB

ウメツキーが書いているく6.Y旧 'UKI1H，0 CE田町田油田OX03曲目配H出 IX民間pepa6aThlBaKl山田
口peAflpHHTll抗， ((Bonp田hJ3KOHOMHK即抽 8，1971， cTp.31"'-'3めように，前者自意味で用いる ζ

とが多いようである。我々がD口Rに則して用いる垂直協業は主として後者のJ意味である。尚，
山内武夫「東ヨーロツハ諸国の農工業複合体J (.平田重明編アジア経済研究所刊『東欧の農業生

産協同組合』下巻所収〉や岡田進「社会主若田もとでの農工関保J (~日ソ桂済調査資料j No 

岨0，461)を参照.
2) おおむね196C年代中頃ないしはそれ以降とされる.ただし， ζうした問題がこの時期にはじめ

て提起されたというわけではない。『共産主義の原理』以来の古典的諸テーゼは別にしても，ソ連

において既に2C年代後半に農工コンピナ ト請として論議され亡はいる (A.A. Ambarzurnuw. 

Okonom符 cheBeziehungen民国:SchenIn.dzωtrie und Landwi，古 cha.ftim -Sozialismus. 

1973. S. 95旺..u.a.). 
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って語られる農業の工業化(とそれにみあった農工関係)について， 我々が特に

注目したい側面の 1つは生産の集積・専門化である九 それは農業経営の技術

的構成の変革であるとともに，経営の社会化水準の向上の端的な表現だと思わ

れるからである。専門化は諸釣合を確保しつつ;しかも幾多の社会←経済的問

題を解決しながら進めねばならないために，かなり長期の複雑な過程となるべ

本稿では専門化に主眼をおきながG，上述の一連の過程についての先進的地

位にあると思われる DDRの場合の政策・実践プロセスを追跡する。資料の都

合や進行中の事態という理由のため，不明または不確定なことが少なくないL.

重要な国別比較も果されていないが，事柄のもつ意義やその具体的プロセスの

研究の必要性に鑑みて，とりまとめてみる次第である。

SED中央理論誌 Einheitは1968年 4・5月合併号をマルクス生誕150周年特

集といその 1論文として SED社会科学研の H.o;fァホ，'，/ィ γ ツの論文『カ

ノL ・マルクア、とわが社会主議農業』を載せた。その中で彼は I生産の一層

の集積と専門{t;，農 食品業という国民経済分野の新たな部門構造の形成のた

めの，我々の条件に最もふさわしい方途を多様な協業的結びつきの形成に見出

したことは，わが党の 1つの特別の功績であり，創造的な業績であるJ5)と誇っ

た。

「生産手段の発展水準，社会的分業，社会主義的生産諸関係の状態，生産者

の社会主義意識の成熟度，計画化・管理制度に依存しながら，いろいろな形態

で生起し，異なる程度の組織性を達成するJ6)ところの協業諸関係について，我

3) 専門農業経営は加工プロセスの付置をも排除する意味では念い。モルダピアの経験総括ではソ
フホ ズへの加工抽曜の付置が最も有効な農工協業だという(.11.11. BOl1IOJI， ArpapHo-npOMhJ凹令
四 iHoeK凹 rrep凶pOBaHlIe11 9中中eKTHBHOC百 npolf3Bo.n;CT凧 d 白田MH明日CKaH r国町酔品目，

MaJ.i 1!=l7.'3 r.)ー

4) ソ連でもそうである(8..BemKep， Cou印刷O班 OHOM山田K田口pO白 eMhJ HH，/l，y目 'pHa沼田叫胤

CCJJbCKOX03s'lkTBCHHoro npo旧同月廿回，岨onpo佃町OHO問問》地 8，1971， CTp. 41). 
5) H. Wachowitz. "Karl Marx und unsere田 zialistischeLandwirdschaft“. Einheit， 1968， 
H. 4-5， S. 480 

6) H. Wirsig， "Kooperation--HauPtket-tenglied in unserer Landwirdschaft und Nahr-

ungsguterwirtschaft“， Einheit， 1968， H. 8， S. 974 
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々はこれまでに，路線確立過程〔論文①)，第 9回ドイツ農民会議で確立した協

業共同体論(同①)， S ED第 7回党大会で一応確立した垂直協業政策(同①入

1967年11月の SED3中総以後展開した協業的植物生産(伺②〉を検討したこ

とがある。ここでは，上述の趣旨に沿って，全体としての協業諸関係がその後

(19閏年以後Jどのように展開したかという事実をフォローする。 尚，関連する

理論問題の若干については，この間に制定された協業組織体新模範定款をコメ

ントする形で別の機会(論文⑤〕に考察してみた。

(注 1) 文中で下記関連拙稿のはその文頭の番号で略記する(論文①等々〉。

①「路線確立期における DDR農業の経富間協業JW，経済論叢』第112巻第 1号。

③「協業共同体」向上第112巻第2号。

③「垂直協業」向上第112巻第3・4合併号。

④「協業的植物生産部」同上第112巻第6号。

⑤「協同組合的所有発展のための一方策JW立命館大学人文科学研究所紀要』第21号。

〔注 2) 主な略語の意味は下記叩通りである。

ACZ 農業化学センター LPG 農業生産協同組合

agra 農業博(共進会〉 RLN  農業生産食品業評議会

DDR ドイツ民主共和国 SED ドイツ社会主義統一党

GPG 園芸生産協同組合 VEB 人民所有経営

KAP 協業的植物生産部 VEG 人民所有農場

KOG 協業共同体 ZBE 経営間綿織体

KOV 協業連合 ZGE 協同組合間組織体

I 

1968年 6月の第四回ドイツ農民会議は，新経済制度の発展として SED第 7

7) 論文①について次のように誤植を言T正する。第2表タイプE平均農地で1960年目518を...に，
同1971年の8..を838に，第7事計乍付由積1%5年目パールジュテット (.935を55に，第11表出所D

S.28を S.34に，第12表ミルク19旧年目町 75を68.75に訂正a また論文③の第4表出所の脚注
76を81に訂正。
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回党大会〈論文@60，......，61へ 子/同③78ベージ参照〕が打出じた「社会主義経済制

度」の農業・食品業への具体化，特に， RLN体制と製品別計画化への移行を

眼目としたへ

RLN体制は農業と食品業の経営問垂直的直接協業を基礎とする体制であり，

垂直協業の現在の最高形態がKOVである(論文③参照〉。

KOVの最初の諸事例は食用馬鈴薯・砂糖・肉豚・卵などの分野で agra67 

に展示された。当時，すでに例のゆきすぎ， r即決裁判J的形成も問題になっ

た9)が，しかし. KOV結成， より広く協業チェーンの形成は， 農業・食品業

全体の工業的な管理・組織への「卓抜した基盤」であり，生産効率の向上と住

民の具体的需要への対応とを結合させるもので.r協業り発展が質的に新たな

段階に到達する」 ζ とを示している， と恵義づけられた加。

第10回農民会議は農業と食品業の経営問直接結合〈協業チェ ン〉を， 2・3年

間の経験から『非常に有益」と総括し，生産者審議会を基礎に全国的に一層整

備することを決めた凹。そしてKOV化については r大消費地への供給のた

めに重要な主要製品について」優先的に， しかも徐々に拡大するというこ主で

あった1九すなlわち，食用馬鈴薯・果物・野菜・穀物・肉豚・ミノレクについて

ベノレリン・ライプツイヅヒ・ハレ・ロ一、ノュトック・マグデプノレク・ドレスデ

ン・カーノレマノレグ見、y ，...タヅト等のために。

ただ，同会議における補足報告者 F.プラウン〈論文③97-98ベ ジ参照〕は，

「直接の商品ー貨幣的結びつき(協業チェ ン ~I用者〕の樹立のみが問題な

のではない o むしろKOVにおける統一的再生産過程の合理的形成と多様

8) 第10回農民会議やRLN体制の概略的解説としては， K.-H.'Brandt，..D世主 Dεutsche Ba-

uernkongres und die staatliche Leitung der Landwirdschaft und Nahrungsguterw古田chaft"，
Staat und Recht. 1968. H. 9や，拙稿「東ドイツ農業の計画化・管理制度J(平因調前掲書L

などをみよ
9) W. Ulbricht. -Das品 onornischaSystern des Sozwlis-mus胡 'derLandu.ητsch4舟 d.，
DDR 1961-1969， 1970， S. 449 

10) Eben血， S. 447f 

11) X. Deutscher Bauernkongア百ifJ， ubera品目白tesProtokoll， 1'968， S. 103 
12) 王:benda，S. 103 u. S. 164 傍点ーヲ開者。
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な協業的結びつきの諸長所の活用が重点J13lだと報告したことに， 後述との関

連で，留意しておきたい。

特に首都ベノレリ:/(人口約100万人〕については最初の食品供給モデノレが作成

され， その徐々の具体化とともに他の大消費地への経験普及がよびかけられ

た叫。大ベルリン市庁はSED政治局作業グルーフ。の指導下に諸省庁・研究機

関と協力して iDDRの首都ベノレリンの国家管理モデノレj および工業・建

設・交通・商業等におけるその部分モデノレを立案した。 部分モデルの 1つが

「首都ベノレリ Y住民への近代的供給のための農業生産と食品業の発展のための

モデノレ」であり， 主要食品についての農業と加工工業の関係を主な内容とし

た18L〔第1図参照〉

従来のベルリンへの食品供給地域は，屠畜6県61郡，原乳4県24酪農場，食

用馬鈴薯5県54郡〔約150C経営)， 卵・家禽 5県34郡のように分散し，不経済が

少なくなかった岬。 これを例えば屠畜では日郡と 2KIM(工業的肥育コンピナ

ート〉に削減する叩といった整備が企図され， その有)J手段がKOV形成であ

っ式と。

ところで，第四回農民会議の垂直協業政策は SED7党大会水準の体制的充

実であり， この会議の新展開はむしろ農業経営間協業，その発展方向をめぐる

問題にある o DDRにおける社会主義的機械制大農業への道が協業路線Eして

イメージされてから既に幾年か過ぎていたが，その聞につみがさねられた経験

をふまえて，この会議は機械制大農業への組織方針を具体的に今日におけるよ

うな形態で確立したといえる。以後に若干の曲折があるし，第11回農民会議に

おいてより徹底するが，基本方向はここで確立したとみることができょう。

その内容を同会議最終日のウノレプリヒト演説は次のように説明Lた。科学技

13) Ebenda， S. 219 傍点引用者。

14) Ebenda， S. 164 
15) W. Kohn u， a.， "Entwicklung des hocheffektiven Versorgungssystems fur das Ball 

ungsgebiet "， Kooteration， 1969， H." 1， S 阻止

16) Ebenda，只 21

17) X. Deutscher . ....， a. a. 0.. S. 164 



専門的社会主義農業経営の形成 (31) 31 

術水準の向上によって「生産申社会的組織の根本的な変化」が必要となり，農

業の「工業的生産は，農業の個別部門毎に，異なる集積度とf事業チ"， -yにお

ける特有の連関とを必要とするので， それら f重量業内諸部門一-sl用者〕は将来

にはもはや古い農業構造の大経営に統合されてはいない。植物生産*のため，お

土合会走ゐ心主ふろま虫F'~らえるゐ拘舟白止ま十五4ト虫ir.ゐ夫生産車企が徐々
に発展する。諸部門の内部では，さらに，それを越えていろいろな生産段階また

は特定の労働過程のために専門化した生産単位が発達するであろう。そうした

ことはすべて，ミォ~{，る生産E主主主企ゐ会自的白蓮蘭らえ生長 2治合うし可u三 J 1S)o

f度は同会議における KOGゲノレツィッヒ 19)婦人委員会議長 E.ゲタツヱの発

言を例証とした。彼女は例によって植物生産の先行的発展の必要を述べた上で，

「丸がかえ的 (abgerundet)経営とし、うブルジョア・イデオロギー」をKOGと

いう形で再現してはならないことを強調した。

「私たちの目的は，社会主義的発展段階に照応した完全に新しい経蛍性格を

もった，専門化し，集積された製品別の協業的生産諸単位です。 ・ 経営境界

はもはや協業の障害ではありません。専門イじ~，集積された製品別経営の性格

，aゐ生産ゐ主主食会多長企廃業出合合うきにもとづい ζいる ιとJ'Cす，云

々20)0

少L長〈な bたが， みられる通り， 構想された発展方向は， 単純協業から

「相対的に独立のJ専門化した協業的生産へ，である。

18) El脚 da，S. 128傍点ーヲI用者ロこのテキストでは球印由箇晴が「生産集積」であるが，文意
から誤植と思われるので，別の2つのテキスト (W.Ulbric1、t，a. a. 0.. S. 5061 Kooperatioll， 
1968. H. 7， S. 6)によち「植物生産」と訂正した。

19) ハレ県ケーテン郡にある先進IぐOG.当初の様相は論文①脚注品目文献をとの頃や最近につ
いてはx.n印刷'cher.....， a. a. 0.， S. '292 ff とKo噌 eratwn誌の1969年8月， 周年10月
から翌年2月までの各号， 72年6月 10月， 73年9月号等所担。レポ トをみよ。後述の10中総
でも先進良好KOGと評価されたが，本稿でも省略せざるを揮ない。

20) X. Deutscher.... " a. a. 0.， S. 293 曹点 ヲ|用者.彼女。発言記録にはないが，ウルプリ
ヒトが彼女の発言の引用として述べた中には. rこれら¢生産諸単位〈製品別の協業部J生産諸単
位ー引用者〕は新たな社会主義的経営運営の枠肉において， KOG '1)内部や垂直協業の枠円，
またKOG'1)外で也独立の商品生産者として行動するJ(傍点ー引用者)という一節もあったこ
とに桂論と白関連で注意しておきたい。
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KOG内の既存諸経営から植物牛産が分離されτ協業的植物生産〔論文③参

照〉に集中されるn 既存経営に残る畜産も徐々に，専門部門毎，更にはその生

産諸段階毎に協業的生産単位を形成するくないしは各経営が専門化する〉。

かつて第9回農民会議(とそれじ降)では単純な協業諸形態から発展した

KOGへという展望であり，発展したKOGは主に部門交換方式によって既存

の各参加経営に主要生産部門を形成する(集積・専門化〕とイメージ守れていた

(論文①47~51ベージ/同④44~47へージその他参照〕。 しか Lここでは， 同じく生

産の集積・専門化といっても，既存経営を核とするのではなし殆んどか明謂

「百貨居J式に多部門構成である参加諸経営を専門分野別の協業的生産単位に i

解体・再編統合するという協業的生産方式が主要方策となっている。この変化

は畜産の経験から芽生え，協業的植物生産四登場によって決定的となった(論

文①参}的。

協業関係の深化によって生産を集積・専門化t..，そこに生れる専門的生産諸

単位はより高い水準の協業 直接的生産連関を基盤とする経営問分業 関

係を結ぶ白しかも，従来主にKOG内調整であ勺た集積・専門化がKOG問調

整にまで Vベノレアグプしてきた。

しかし，以上の政策には必ずしもまだ明確でない点もあった。例えば第 1に，

ウノレプリヒトの言う「相対的に独立の」ということの意味である。この会議へ

のエヴァノレト報告の定式化は「単純な協業諸形態から植物生産と畜産における

高度に専同化した経営への移行J21lである。 専門的生産単位は， (イ)非法人1事業

組織体(協業部l， (司法人協業組J織体(独立り ZGE/ZBE)， り独立専門経営

21) Ebenda， S. 158. I専門化した(spp.zialis肥 rt)経常」と類似の用語に「専門経営(Spezialbetrieb)J 
がある。同義にも用いられるが，後者には，協業による集積専門化促進のために1967:年7月20
日の閣僚評議会決定その他によって導入された範時として次のような特別な用法もある.車物
食用馬鈴薯・甜菜等についτ作付規模・収量農地 ha当市場生産量等を基準に当該国別経営ま
たはKUGがその作物を重点作目としているかどうカをRLNが判定し.重点作冒にしている場
合〔これを当該作物の Spezialbetriebと言う〕には価格割増を行なう(だからその作固なし、し作
目群の単一経蛍の意暁ではたい)0V gl. G. Ewald， "Ukollomische Masnahmen zur Folderung 
der 1<く~ooperation"， K.同pera出均 1967，H 2/X. D.四 tscher.'" ..， a. a. 0.. S. 162 u. 5. 172 f 

本稿ではともに同義に前者の字義通りに用いる。
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((吋が協業組織体としての性格を止揚したもの)と Lてありうる。ウノレプリヒトでは

少〈とも当面は広く解釈しても(イ)と(ロ)であろうが，エヴァノレトの表現にはそう

Lた限定はみられない。

当時の諸文献でも，またウノレプリヒト自身の表現が「相対的にますます独立

の」である ζ とからしても，協業的生産方式による集積・専門化は協業的生産

単位の参加峰営からの経営的独立化傾向と結びつけて理解されていたといえる

1..-，それは論理的には当然といえよう。しかし， ζ の独立化は既存経営 従

って農民の既存の生活と意識ーーの解体の進行であるから，さしあたりの諸条

件の下でどの程度に独立ー解体させるかは実践的には慎重な判断を要する陪題

であるはずだろうー

第 2に， ζ の時点での実践水準からすればいささか尚早の論評になるかもし

れないが，農業の計画化・管理体系上のKOGとその協業評議会白地位宇機能

の問題である。この頃はひきつづきKOG登録規定(論文②52-< ジ〉が有効で

あり吹 また第10田農民会議は協業的植物生産の組織者・管理者を協業評議会

i-I..-ていた〈論文④57.........59ベ ジ参照〉。協業的生産が発展し， E ゲッツヱが言

うようにそれの「独立の商品生産者として」の機能が強まれば，協業評議会の

管理機能に変化が生じうる。発展段階による協業評議会機能の差異が論じられ

てはいた23)が， 新たな協業展開にみあった掘下げとは必ずしもいえなかったろ

つ。

11 

集積・専門化は一般的には植物生産のそれが 2~3 年先行すべきだという

(畜産に対して，飼料需要の関係で)24)。 乙の年(1968年)の秋には120万haの農地

22) Autorenkollektiv; .. K∞peration5beziehungen--Hauptkettenglied fur die Weiterent-

wicklung der Landwi由 chaftund Nahrungsguterwirtschaft“，x.田lterat削 t，1968. H. 5-6. 
S. 13 

23) Eb'eru和尚，論文②50:"51ベジ毒照3

24) Ebenda， S， 12 
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がタイプillLPG約1300， 同 I約800， V EG125の参加する総計約400の植物

生産集団によって耕作されるにいたったベ

発展テンポは実践的には非常に重大な問題である。 r共同植物生産は植物生

産における協業的結びつきの最高段階であり，より単純な段階によって念入り

に， しかも協同組合員と農村労働者自身によって準備されねばならないJ， 飛

躍や図式化が可能だと「信ずることほど有害なことはないだろう」却といった

警告がしばしばなされていた。

資金および近代的大型生産手段の供給可能性の閣題や，カード‘ノレ養成を含む

技術的諸問題が解決されねばならない。釣合確保のための諸調整，参加経営や

農民個人のl聞の利害調整，意識変革がなされねばならない。例えば，従来リス

ク軽減上不可避とされた総合経営主義の克服。共同技術投入以上に問題になる

交替労働・労働転換・居住地と労働地の分離・労働規律の高度化等々， I日来。

労働生活慣習の変革。各農民は変動後の収入・職場・技能資格等比不安をも

ち，管理者層。一部は地位喪失を心配する。経営調飼料分配の不公正がありう

るのではという不安。グリ 1 不ベノレグによると， KAF発足を翌年にひかえ

た若干のKOGでは次年度用肥料を購入せずに分配してしまった経営も生じた

という(後述『講義Jts め。

ところが， 1968年11月の農業・食品業関係幹部セミナ におけるグリューネ

ベノレクの講義27)は，かなり強硬なトーンであった

『講義j(のうちり関係箇所〉は， r協業の発展の際に問題なのは慣習の保持，

多面的にまとめられた農業経営ではなし‘ 近代的な専門経営の漸次的発達

であるJ(傍点原文ゴシック〕との立場から，次の如き批判や主張を行なった。

25) 撞述〈脚注目〉の『講義.nS. 7。もなみにこの年の農業経営数はタイプEが 5759，タイプ I

Eが5754，VEGが日4で，全国産地は631万haであった (StatisttschesJahrbuch der DDR， 
1972)。

26) H. Wachowitz; a. a. 0.， S. 484f 
~7) G. Gruneberg， "Die weiteren Aufgaben zuτDurchfUhnmg der Beschlu錨 edes VII. 

Parteitages der SED und des X. Deutschen Bauernkongresses'<， KI四teration，1969. H. 1， 
S. 2 ff. 以下『講義』とするロ
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以上回の中では， 集積・専門化に際して直面する問題点一一それ自体は必然

的またはE当なーーの一端が，発展テンポを相当高めうるという判断に沿った

形で提起されている。むろん彼は性急さへの歯止めも随所に語ってはいた。さ

らに. (6) 社会主義的民主主義は「進歩したが，現在の形態と可能性はまだ不

十分である」。特に形式主義が少なくなく I重大な侵害」もある。例えば組合

員総会の軽視，幹部の独断先行。幹部が「不快な問題をも勤労者に公然と提起

する精神」に欠け I政治・イデオロギー教育活動を回避し，一面的に指令や

経済的テコによって管理しようとする」ことに原因がある。政治的および専門

的知識と情報の普及によって勤労者の「判断・決定能力を著しく高め」よ，と。

しかし， こうした組織方針はふさわしい政策とテンポ設定が伴なわねば空文

句になりうる。下部機関ほどもっと一本調子に，あるいは民主・漸進・多様の

ゆとりなしに推進する乙とになりかねない。

講義の数日前の N.回目 DeutschlandはKOGデラーテのDDR創建20周年

記念社会主義競争のよびかけを伝えた。このKOGはジ旦ヴ主ーリ Y市に近<.

岡市への食用馬鈴薯供給を主要作目とL-.協業的馬鈴薯生産を行なうとともに，

食用馬鈴薯KOVに入っていた問。

グリュー不ベノレクはすぐにこのよひ、かけへの呼応運動を促したσ講義~S. 12λ 

プラーテのよびかけは馬鈴薯生産の集積と KOV活動の深化を中心内容として

いた却)が I共和国の全県から1000倍のエコー」を得，例えば K出)teration誌

28) 協業論に限っても，ほかにKOVO)位置付け・機能や.KOVと生産者審議会の関係(最終生
産者が櫨者を軽視する傾向〉等への言及がある(これらの問題は論文骨量参照〉。 いまひとつ留意
したいのはハν ザ レ果物KOV(論文@脚注目婁照〕への批判である。 ζこは先進ではあ
るが，その『自由なパートナ 選択』原理は「社会主義旺済制度と農業・食品業再生産過程の統
一的な計画化 管理への品要な歩みと両立せずJ. KOV本来の目的に矛盾すると批判された。
自由選択原理とは，参加経官はKOVを通じて出荷する権利をもつが，独自にハートナ を選ん
で腹売するとともできるく但し，後者についてのKOVへの通知義務をも勺〉とL、うととのよう

である。
29) Vgl." KOG Plate: Chronisten des besseren Rech'leIls und Wirtschafteu5"， K，凹'þeratw7t~

1969. H. 10. S. 17ff 
30) おooperatωn，1968， H. 12. S. 1 
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ul 漸y草・民主・多様等の原則lを守りつつも「 量点は・ 協業的植物生産

の形成にあ」 り. そのための「最良の経験をもっともっと強〈一般化」せよ

(傍点引用者〕。

(2) 一部には KOG規模の専門化もなきれているが， 先進を含む若干の

KOGは植物生産 飼料畜産におけるKOGアウタノレキー的な意味での「古

い burgerlichな経営運営論」を固持し， Iかつての刊、百貨庖~J をKOG レ

ベルに再現している。それは単なる大型合併と同じことになり，国民経済的最

適への背反となりうる。

(3) そうした主観的な集積・専門化の「主要原因は，現在のところRLNと

最終生産者がKOGの発展に十分影響していないことであるJ(傍点ー引用者〕。

「卜からの発展」という党の万針を楯に必要な指導性をも凶避している。

(4) 専門化は専門単位同連関の増大であり，従っ -CKOVと最終生産者が生

産・販売チェーンの形成によって専門農業経蛍D意識的発達に影響することが

重要である。 KOVの意義は浸透しつつあるが，しかし「その発展は県によっ

てはなはだ異なJ ~， I多〈の連合ではKOVの影響力や最終生産者自機能の

行使があまりにゆづ〈りとしか発展していないJ(傍点-iJl用者入付記すれば，

ゆっくりすぎるという彼の判断の基準は「た消費地の必要」であり，その基準

からは，第10回農民会議が徐々に実現するとしたベルりンモデルさえ早くも不

十分であり，さらに「数週間前に諸県会議が可決した諸予測はすでに今ではも

はや十分なものと考えられるべきではない」とまで述べた。朝令暮改的テンポ

7 0/プの感さえ生ずる。生産者〔農民〕担~の条件の考察が欠ければ， 例の性急

さへの陥奔になりかねない。

(5) 最終生産者自体が「主観的」にパートナーを求め I協同組合にとりい

るために宣いに鏑を削りJ，農業経営が短期間にい〈つもの異なる専門化方向

の「勧告』をうける状況が部分的にみられる。 RLN等国家機関の問題であり，

「協業および生産の集積・専門化，立地配分の過程」の仁国家的な計画化と管

理」の強化，中央RLNによる全国的構造決定が必要である。
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も編集内容によるこの運動への参加を表明した3~その際に同誌編集部が掲げ

た重点の第 1は「ある製品の第一次的生産者から最終生産者までの生産の統一

的な計画化と管理〔立。ゃにおける 協力 ーの事例)J闘であった。

こうして急速な高揚がお色ずれたかにみえた。が，やはり現場では相当の無

理があったようであるの 1969年春，ハレ県ザンゲノレハウゼン郡のある LPGの

党書記らが S E Dハレ県機関紙丹白Ileitに投書し， 4月23日付 N四 回 Deutsch-

landにも転載された。 それは， 要するに，共同技術投入等々という「中途半

端な』ことは無意球であり，ただちに完全に協業的植物生産へ移れ，という郡

当局の画一的行政的オりエンテーシ gγへの批判であった問。

この手紙こそ協業路線確立以後最大のいわば調整期の開始を告げるものであ

った。総括と調整方向を明かにしたのは 4月28・29日の SEDIO中総であり，

それをうけた中央RLN第 6回会議である。調整内容を両会議の文献制やその

キすンベー γ文献聞によって検討したい。

31) "In unserer gemeinsamen Sache “，K，田 .peraばωt，1969. H. 1， S. 1. 
32) Ebenda 傍点ー引用者。
33) NeuRs DeutschZand. 23. 4. 1969， S. 3 彼らは 3月末。ザγザルハウゼゾ郡RLNOJ会議白

席上で投書しようという気持になったという。その席では，同郡白1IKOG中6KOGがその春

から協業的植物生産の開拍を予定しており， 他自 3KOGも早晩移行するが， 残る 2KOGは
「優柔不断にも」共同投入にとどまる，云々と白報告がなされたという，他方，ここの組合員に
は， KAPは弱体LPG田優良LPGへ0亜脱合督。ためり暫定手段ではなし、かとり不買が強か

ったという。尚，ウルプリヒトは，党の基礎組織からこうした批判がなされえたことを組合員大
衆と申結合の証左として高〈評価した(控述⑪ S.1I)，

34) 以下では10中総へのホ ネッカーによる政治局報告 CKo砂町atl間九 1969，H. 5-6， 5. 2 fに
要旨所収〕を⑮，同ウノレプリヒト結審 (W:Ulbricht. Zu e問igenaktuellen Problemen， 1969) 
を⑪ 中央RLN第6回会議でのェゲアルト報告 CG.Ewa1d， "口ie'schδpferische Initiative 

der Gen団 senschaftsbauerinner王国吐ーbauernvoll 目ltfalten “ • Koopen叫 wn，1969， H. 5-6. 
5.17 ff.) とグりュ ネ J ルク簡説 (C.Cruneberg， "Genossenschaftliche DemokrutIe breit 

entwickeln"， Kooperatwn.1969. H. 5-6. S. 27ft)とを各々 @，@とする。引用はカヅコ内の

テキストによるB

35) そのうちり中心文献として.Kollektiv unter Leitung von B. Kiesler， "Die genossenscha 
ft1iche Demokratie und das Zusammenwirken der LPG in KOG"， Einheit，日69，H. 8， 

S.953任をとりあげ，@とする. 本稿では直接引用する機会がなかったが，次申文献も重参考に
なった。 Autor印 IkollektivCE. Kτ'aus. W. Alms u. a.)， ..Der Leninsche G四国senschafts

plan und das田 zia1出 回cheAgrarrecht in der DDR“， Staat und Recht， 1970， H. 4， S 

590宜
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III 

詳しい具体的状況はわからないが， 10中総とその関連文献によれば，次のよ

うな事態であった。 I性急な」 同盟機関〔直接には郡レベノレ〕が具体的条件を考

慮することなしに行政的に一一「参謀本部の地図を扱う軍司令部の如〈にJ (@ 

5. 27)一一郡を幾つかの協業地域に区分し， また「すべてか， 無か!J的に，

すなわち「中途半端」な協業諸形態をとびこして高度な協業水準 協業的植

物生産 をおしつけ， LPGやKOGの幹部も組合員大家との事前審議をす

ることなしに実行し I既成事実化Jしてしまう，等々。

協同組合民主主義一一10中総から始まるキャ Yベーンの用語でいえば， レ

ニ y的協同組合計画一ーかちの逸脱は， Iもはや忍耐されえないJ(@'5. 28)ほ

どであったという。

垂直協業についても「契約的結びつきによって規定されるのではなし行政

的措置によって最終生産者がKOVという偽装の下に協同組合の再生産過程に

干渉し， LPGに禁治産宣告を下すようなKOV形成」があった(@S. 28)。

この間ではとりわけ「以前の VEAB(人民所有調達買付経嘗〉のいろいろな買

付機関」のメ Yバーが問題になった(同前〉。

ζ うした逸脱は地方的には，中央がとりあげて批判したものだけでも，過去

にも例がある。だが，今回の事態は 1地方の現象ではなく，全国的現象であり〆

さらに中央レベルの自己批判をも含む深刻なものであった。グリューネベノレク

は，第7回党大会左第10回農民会議の方針の歪曲を適時に正さなかったという

意味においてであるが，自己を含む中央RLNの責任を問うた(@5. 29)。 ウ

ノレデリヒトは Einheit一一具体的には1969年 4月号所収の H.ヴィノレジッヒ論

文 や NeueDeutsche Bauernzeitungを， グリ且ー不ベノレクは農産物買付

加士国家委員会とその雑誌 Agroforumの幾つかの記事や論文を槍玉にあげた

〔⑪ 5.12/@ S. 28)。

10中総はこう Lた逸脱を強〈批判し I発展テYポを所与の諸条件に合致す
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るように形成するというわが党の認識を強めたj (@ S. 956傍点←ヲ問者〕。 と

りわけ Iその時々の農民の意識状況との矛盾を生じさせない土うに」漸進的

かつ多様(差別的〉に， 県民向身の準備によって， という原則の再確認である

(同前〉。

垂直協業の面からみるなら， KOV評議会にもKOV全権代表者会議(全権

代)， あるいは生産者審議会にも多くの LPG代表がおり， それらの議長は通

例 LPG代表である〈論文③90ページ参照〉。にもかかわらず何故上述の事態が生

じたのだろうか。ひとつは， 元来最終生産者の経済的地位が高く設定され，

KOVの業務責任も担っている(論文①参照〕ことから生じうる可能性である。

最終生産者は，消費者との距離が近いがゆえに，農業についての「全社会的利

益を計る課題j CW講義~ S. 10)をもち，農業生産諸指標の大部分が最終生産者

におうされるりであり， RLNと農業生産者りコントローノレのもとにとは，、え，

最終生産者には農業経蛍への物質的事j戟戯能が利与されている。よれが農業経

蛍の従属化にいたる可能性は小さ〈はないだろう。

いまひとつは，幹部と組合員大衆の聞には固定的分業が存在し，前者の多く

は現場における労働からは離れていることである。だからこそ民主主義が必要

になるのだが，こうした事情の下で強力なキャ Yペーンがなされると，下から

のョ γ トローノレが空洞化し〔あるいは内向し)， • LPG幹部は「上を向、、て」行

動・思考L， I指導性」が圧倒する可能性がある。

そうした潜在的可能性を現実化させたのが前述のKOGプラーテのよびかけ

への呼応運動であったといえよう Iプラーテ のイニシアチブは絶対に正

しいj，Iしかし我々」中央がそれをステ少プに行なったプレλ ・キャ Yベーン

は「正しくなかったJC@ S. 29)。何故なら， 全国的には ILPGの20%は契

約によってあれこれのKOVと一度も結びついたことがない」という現実にも

かかわらず， IKOVが社会主義競争のト γ プにおかれ」おう KOVへの参加が

36) このあと彼は「しかも食用馬鈴薯協業チェーンにおいてである」と続けた。これは後述り園民
経済的可能性の問題にもかヵ、わっている@
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「全LPGへの競争よびかけの規準とされたJ. 従って「はじめから LPGの

かなりの部分を社会主義競争から排除」すzことビなった(同前〉ーーというよ

りも.条件が不足しているととろへ一挙に高水準の「よびかけ」をしたために

下部では行政的方法になったといえようー一ーからである。

「わが党の諸決定においては，どの LPGも同じようにKOVに参加しなけ

ればならないというようなことはどこでも断じて強調も定式化もされていなか

ったJ(同前λ

食品工業経営への農業経営の従属を回避するために同一地域内の食品工業内

部に競争関係を導入し，農業経営にとっての選択の自由を確保するという方策

がハンガリーでは考えられている回。 しか LDDRは事態の原因を食品工業独

占そのものとはみずに，議長権を農業経営に与えた合議古!とでもいうべきもの

と農業経営の契約権の確保その他を内容とする既定の方策(論文G:参照〉を維持

し，事態を発展テンポの是正〔前提条件担よびKQV機能の整備〕と農業経営の地

位についτのイデオロギー教育によって解決することを基本とした。

と乙ろで，ょうした事態に関連 Fる論点の 1つは水平協業と垂直協業の関係

である。垂直協業についての中心的論者の 1人である H ヴィルジッヒがこの

頃， グリェ ネベノレクの「講義」を整理・展開したと我々には読みとれる論

文部)を発表したu

そこにおいて彼は. (1)農業経営の専門化と集積の飛躍 KOG内経蛍間作

目交換はむろん不十分だが，さらに協業的植物生産への移行だけでなく，そこ

での作目削減iまた畜産では部門別かつ生産段階別専門化が必要 . (2)専門

農業経営から最終生産者までの分業諸段階を結ぶ製品別生産システムの形成，

(3)各製品別生産システムの農ー食品業内諸部門〈例えば乳業・食肉業・穀物業など〕

37) L. Komlo， " The industrialization and integration of昭 riculturein a socialist country ". 

A.cta Oecon凹 nica，Vol. 10， N工 1，p. 76 
38) H. Wirslg， .. Vertikale K∞.peration in unserer Land-und Nahrungsguten削'"品aft.~. 

Einheit. 1969， H. 4. S. 465 ff ウルプリヒトが10中総で槍宝にあげた E間heitの当該筒所は
この論文の一節 (8.473)である g
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への統合，を基本課題として設定した。これらの課題の解決のためには「協業

チェーンの不断の改善，専門化iした生産単位の形成への決定的なイムパノレ見が

KOVから発せられねばならない。 KOVの意義が増大する のそのために

は KoÿLKδ6ゐ会長示し』主u主主し・、止菰"SL白色込 '5::::1:. を舎志l~iHH

iUh'ム安全込:60 KOVIこは 生産(農業生産ーヨl用者)の集積と専門化

の過程に必要なオリニ~/'テーショ Yを与えるという課題が生ずるJ (傍点引用

者〉という主張であった。

彼自身も民主・漸進・多様を強調しつつも I必要な条件の形成に際しての

爵踏は許きれない」として，ウノレプリヒトの言葉を借りれば「まっし「らに垂

直協業へとむかう J(⑪ S. 12)ような， 垂直協業視点を重点とした水平協業

一一農業経営聞の単純協業と分業的協業 論を展開した。

農業経営自体の具体的条件・発展論理と.合理的・効率的生産体制，特に垂

直連関のそれとをうまくかみあわせることはなかなかむつかしい。垂直協業が

本格化しはじめた頃0)ヴィノレジッヒ論文は，水平協業と垂直協業告と相互依存関

係とみつつも，どちらかといえぽ前者先行論であったと思われる助。 ウルプリ

ヒトも rKOGへの移行によっで属殺場や加工経営に対する新たな経済的結び

つきの発展のための基礎が形成されるJ'o)と関連づけていた。

生産の集積・専門化をめぐって水平協業と垂直協業は相互依存関係にある。

だから垂直協業によって農業生産の集積・専門化をはかる側面もあるが.農業

卜り諸釣合の確保と農業経営の立遅れた諸事情を考慮すれば， やはり 3 水平

協業によって農業生産の集積・専門化をはかり， その到達水準が垂直協業の

発展水準を規定するという関係が主たる側面であろう。むろん，水平協業のい

かなる発展段階も，それ相応の垂直的コーディネーションを要する。

かつて， SED中央委員会農業部のクリューゲルが， I水平協業的結びつき

39) VgL H. Wirsig， ..Die komplexe"sozialistische"Rationalisierung und die Kooperations 

beziehungen in <1er L:andwirtschaft der DDR“， W師 schaftswissenscha，.β"1966. H. 11， S. 

1810 ff 
40) W. Ulbricht. Das okonomische ...."' a. a. 0.. S. 463. 傍点引用者。
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の第一次的役割をあまりに断固として (scharf)強調することは誤りである」と

し具体的には， タイプ ILPGが IW古典的な』意味でタイデEを経てタイ

プEへと」発展するのではなく，最終生産者との契約関係による「特定部門へ

の専門化によって新たな光景が生じうる」という興味深い場合を例示したこと

古冶ある山。

しかし，垂直協業をはっきり重点とした論調は問題のこの時期になって出て

きたものである。 しかも，さらにエスカレート Lて， r農食品業としづ偽装の

下に，いわば農業 を第二義的なものと考えJ I結局は『食品業について』

しか書かれず，協業チヱ -yしか論じられないこと」になり， I重要な国民経

済部門と Lては農業が消えてιまう」ような論調になったという(@S. 28)。

己のことは産業部門編成の展望にかかわる興味深い問題 εもある。早くから

農業と食品工・商業とを一括して「食品業」という国民経済部門の形成とする

見解または用語があった制。 ヴァホずィッツのさきの論文は次のように解して

いた。，農業は一一工業においてそうであったのに類似じて 展皇己おいて

はJ，農業用生産手段生産工業との連関を増すだけでなく.，相対的に独自な諸

部門(植物生産においては土地豊度の重要性ゆえに部門グループ〉に分化してゆき，

その諸部門は照応する加工組織と緊密に結びつき. そうして例えば乳業〔酪農

場から乳牛飼養・若令牛育成まで〉というような新しい諸部門が発生する・ー 。

二重生産〔例えば乳牛飼養におけるミルク生産と食肉生産〕のゆえにこれらの諸部

門は『純粋に』は形成されえず，互いに連関するだろう。しかし，乙うした途

上で農食品業という国民経済分野が形成され，いつか後には， もはや工業と

農業という区分ではなく，何よりもまず食品生産諸部門の区別が本質的であろ

う。それが農業と食品業の工業的な組織と管理への移行の客観的基礎であり，

41) .. Kolloquium uher die Probleme der Entwicklung der gesellschaftlichen Organisation 

de:r: Produktion in der Landwirtschaft der DDR". Wirtschaftswisunschaft， 1967， H. 4. 
S.667. 

42) 例えば論士:])65へ ジ参照。また Staatund Recht 1967年4月号に寄せたエヴアルトの論
文昭表題『食品業D複合的科学的指導』における「食品羊」とは農業を含んだ意味であった，
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他面ではそうした組織と管理がこうした部門構造の形成を促進するだろう J43l"，

元来は「展望」の問題として語られていたのだが，垂直連関一辺倒の論調の

中では未形成の部門構成を既存の如く扱い，現存する農業としての特殊性を軽

視する立論になったといえよう。

IV 

10中総は，現発展段階の重点はKOGにあるとし， KOVの強調は逸脱であ

り， KOGが協業評議会という統一的な準管理機関をもっ共同体であるのに対

して， KOVは諸経営の契約的結合であるという区別..，を強調した〔⑪ S.12f.; 

@ S. 23 f./@ s. 31!@ S. 963 f.)。

とはいえもちろんKOV化政策の取消ではない。大消費地向けに重要な比重

をもっKOVを発展させるという方針を維持し， KOVは全LPGをただちに

結集対象とするものではなし専門化の進んだーーすなわちKOGにおける協

業関係が発展した一一一農業経営を対象とするという位置付けをおこなったくlこ

もどった)(⑪ S.31⑧ S. 963 f.)。一般には当面は生産者審議会水準が考えられ，

KOV化は「長く続〈プロゼス」とされた(@S.963)。

急速なKOV形成は，協同組合の発展段階の問題に加えて，国民経済的投資

能力によっ丈も制限を受けた。例えは食用馬鈴薯KOVに不可欠の貯蔵庫は年

間30ケ所程度しか建設できない等(@S.30)。

KOVの内部について参加経営の独立性と同権性の順守，農業経営の地位の

向上などが強調された(@S. 23 f.l@ S.田3)乙とはいうまでもなト。

現段階の重点とされたKOG的結集の発展についても，当面の目標が手直し

された。その 1つは i主要生産部門の独立化」をめくる問題である。ここに

43) H. Wachowitz， a ι 口， S. 4'19 骨点、ー苦闘者，
44) もっともKOV自体も経請期包関保を越えた組織形態であり(論文@参照). ζり区別の意味

は組織性格の蓋異と農業経営構造の再編にとってのあるべき影響能力の高低を表現したものと思L

i 但し.(;.l桂何年間か「関白休業」になったKOVもあり;KOVを名乗っていても内実は経
済契約に後退した場合もある。
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言う主要生産部門は協業的生産としてのそれを意味する。

10中総における結語の中でウノレプリヒトは「多〈の同志たちは KOG<D 

主要生産諸部門が独¥rの経常に発展する u とい弓意見である。じかじ」第10

回農民会議での「私の演説における定式化は，主要生産諸部門は相対的に独立

の諸単位だということで」あって I主要生産部門の課題を実行するかぎりで

は独立の単位だが，管理はLPG模範定款にのっとってJLPG幹部会や同組

合員総会の決定の下になされるのである，と述べた(⑪ s.13傍点原文ゴジツ

グ〉。どういうことだろうか。

KOGプヲーテの協業的馬鈴薯生産責任者 G シューマ y のSED第8回党

大会(1971年 6月)における発言によれば， 当初(つまり問題。この時期〉は馬鈴

薯生産をある種の法人協業組織体として組織・管理し，そのために参加LPG

の責任性が著しく弱まり， また生産物配分における不適切さが生じた， とい

」見絹〉ノ。

問題にされた「独立化」には，乙りプヲーテの場合りように，協莱的植物生

産主法人化した独立の ZBE/ZGEとして組織ずる同揚合も合まれうるといえ

よう。だが，より典型的には. KOGハーノレシュテットの実践をどう位置付け

るかが問われたのであるロこ二与は，たとえ法人化していてもなお諸経営の協業

組織であるところの ZBE/ZGEの段階をも踏み越えたからである。

KOGパーノレγzテットは，これ主でにもしばしばとりあげた〔論支①~恒名

所〕ように， DDR農業の最先進協業地域であり. i共和国最高の生産記録をも

っJ(@ S. 30) ところである。 ここに1969年 1月1日，協業的植物生産の発展

したものとして. I他のどんな協同組合とも同様に法律的に独立の経営である」

ところの「植物生産専門協同組合」が発足した。当然KOGの他の LPG.

VEGは畜産の部門別専門LPG.VEGとして再編成された〔後述参照〉。

この，いわば突出を NeuesDeutschland自身もはじめは積極的に報道した"，。

45) Neues Deutschland. 18. 6. 1971， S. 7 

46) Neues Deutschland. 27. 3. 1969， S. 5 ll. 11. 4. 1969， S. 3 
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しかも同紙は. KOGノイホヲント〔論文④参照〉の F.ドノレYらの， この報道

は「我々にとって興味深かった。我々も 近いうちにそのような独立の経営

を設立するつもりである」との決意を紹介したりもした叩。

しかし10中総は，ハーノレシュテ γ トのような独立化は rLPG模範定款に一

致しない諸条件の形成J(@S. 30)であり， それを全国的に積極的に位置づけ

る二とは「現在の…・発展段階」の「とびこえ」であり r他の ....KOGの

発展が阻害されるー だろう Jc<⑪ S. 13) とみた。ただ注意Lておきたいのは，

独立専門経営化がパールシュテット自身の発展段階にとっても「とびこえ」で

あったという言い方では必ずしもなかったことである。事実，当KOGの経営

形態は以後もそのままであり，後退措置はとらなかった叫。 f--'定の条件の下で

は」中央の「決定をのり乙える KOGが存在しうるJ(⑪ S. 13) し r発展は

新たな問題を投げかけるものだ。 単純にパールV ュテットは誤りをおかし

た，とはいえなし、J. 中央「が適時に新たな問題の解決の提案をせねばならな斗

かったのである(⑬ S.30)。

独立化傾向に歯止めをかけた10中総はボプリッチターノレ方式を協業的生産に

ついての当面の全国的水準にふさわしい方式とみた。何故か。 r主要生産諸部

門が協業共同体〈厳密には非法人協業組織の意味だろう ι ーヲ|用者〉の枠内にある。

LPG (既存のそれーー引用者〉幹部会や組合員総会が決定しているJ(⑪ S. 14) 

からである。 そのため唱団 69におけるボブリ vチターノレの展示は， 前年の

呼び物ノイホラ y トの3.6万人(論文①53ベージ〕を上まわる 5万人の参観者を得

たという4"。
協業的生産の展開 転回として既存LPGを分野別に解体し各々を独立経営

として再編統合するという万策は，少くとも当面の水準としては否定され，あ

47) Neues D.印tschland.11. 4. 1969， ，S. 3 この記事ではKAPノイホラント甲骨諜者は340人
である(論文④53ベ-~Iこ対比〉。

48) プラーテの場合は，独立化水準がハールシェテットほどではないが，実際の弊害に直面して後
退措置をとった。

49) W. Eberle u. a.， "KOG Bobrit~当chtal : Problerne der Planung und Leitung in der 

gemeinsamen Ar belt“. Kooperation， 1969， H. 9， S. 8 
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くまで現存の LPGが基本であり〔⑮ S.21./⑮ s. 20/@S. 956正等l. しかも

協業的生産もポブリッチFーノレ水準のそれにせよというのである。同じく協業

的生産といっても，いくつかの発展段階があることは，協業的植物生産につい

て論文④で詳論したが，ボブリグチターノレの特徴は，協業的生産の自立化程度

が低〈参加経営の強い統制J下にある(具体的には論文④参照〕ことである問。

だから同時に. KOG的協業の発展を重点とするιいっても，それは垂直協

業に対比してのことであって，協業評議会の直接的管理機能を強めるという意

味ではない。むしろ逆であった。農業経営「間の協業はどんなものでも KOG

とし寸法形態をとるわけではないー ー。それが統一的民主的管理の下にある場

合にはじめて共同体となるJ51)のではあるが， あくまで参加 LPG組合員総会

が最高機関であり，協業評議会には指令権はなく，その決定・勧告は参加経営

の批准後にはじめて拘束力をもっという側面がζ 日時期の強調点となった問。

その意味では協業評議会の主要機能は=ーテイネ -v"， ン機能とな'150 但し，

協業的生産の独立化も協業評議会の主な機能を発展計画化・コーテイネーショ

://:.してゆぐが， それ左は異なる含意であると正はいうまでもない。 ことで

の含意は協業諸関係に対する参加経営の直接的管理・統制の強化である。

rKOGは協同組合の上に， またはそれと並んで立つ組織のebilde)ではなく，
チーム ワーク

協同組合集団の共同体活動の安定した形態である戸、

KOG内の個々の協業的生産の直接的管理への参加経営の参加・統制を強め

るためには， 個別的にも評議会〔例えぼ植物生産評議会〕を設けることが多くな

った刊。

50) 従って， この時期には，協定価梧はコストカパ 型， 諸フォソドは毒加LPGへDとめおき
方式が強調された(@S. 23/Vgl. E. Burgh町民ltu. a.， "Die Stellung der LPG in uer 
KOG“， Kooperation， 1969， H. 7， S. 43)。

51) Sozialutische Wirtschaf'tsentwicklung und Recht. 1967， S. 206 悼点引用者。

52) V gJ. E. Burghardt u. a.， a. a. 0 
53) 島田中

54) もっとも，このことはKOG内申各協実的生産が各々 に固有の管理体制をもつことでもあり，
その後の発展D中では，特に，組合員総会「植物生産評議室→KAP責任者とレった形での権限
委託D進行に上って，協業面織体の独立化の体制的基盤に転化した(論文@)57-60ページ，論文
⑤毒照〕。
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とζ ろで事態の発端の投書の如<，協業的生産の独立化傾向だけでなく，協

業的生産への一面的方向つ守けそのものが戒められ，単純な形態の協業の意義が

再び強調きれた。ちなみに， S E D12中総 (1969年12月〕でもヱヴアルトは「協

業的協力の単純な諸形態 が，現在の発展段階に応じて，中心点にあるJと

規定した問。

V 

さて10中総は，以上の反省の上に， (1)協同組合農民の社会主義的自覚とイニ

γアチプの促進， (2)KOGにおいて自由意志的に協力する LPGの協力の，耕

種生産と牧草地運用において優先的な，単純な諸形態から協業的植物生産まで

の多様な形態の発展， (3)大消費地へり供給に大きな比重をもっKOVの発展，

士「主要方向」と定め IKOGをその全多様性において発展させる」のであ

り I協業を技術的組織的立場からのみ考えるのは誤りであって，いろいろ

な利害や問題をかかえた人間ζそ我々の注意町中心にあるj べきだということ

を強調した〔⑮ s.2 f.)。

みられる通仇基本方針の変更はな<，当両の目標を引下げ，徐行テ Yポに

Lたものであった。換言すれば，調整期を経て条件が整えば10中総水準はのり

こえられるということである。 SED第 8回党大会 (1971年6月〕や，とりわけ

第11回DDR農民会議開(1972年6月)は， 政策内容としては復調のみではな〈

一層の展開をも含んでいる。但L，テンポについては慎重とみられる。

ホーネッヵ一時代最初の党大会であり，かつ諒練の大会という側面もま呼が

れがたい第8回党大会も農業については従来通り， r協業による農業の一層の

社会主義的インテンシフ化と工業的生産方法へのその計画的移行」を「基本

路線」とした5九

55) Kooタeratt"on，1970， H. 1， S. 4 

56) 今回より従来由「ドイツ農民会議jからこのように改称された。

57) "Interview mit Genoss回 G.Ewald‘'， K(四 peration.1972，日1， S. 3.jXL Bauernkong. 

res der DDR. uberarbeitetes Protokoll， 1972. S. 41 
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同大会への中央委員会報告は次のような方針を示した。 I我々の条件の下で

は協業のみが最も有効な生産になる。その ζとを実践が繰返し確証している。

しかも 2つの次元での協業が肝要である。即ち，一方では LPG・G P G .

VEG  (等町農業経営)の間 (0)協業)と， 他方ではKOVにおける社会主義農

業経営・加工経蛍・商業経営の問〔の協業〉であ塁。むろん，より大m農去，専

門化した生産単位の発達や工業的生産方法の導入はきまう明白に解決されうる

ものではなし一切の歩みが十分準備され，協同組合の中で審議され，経済的

に根拠づけられねばならないところの長期的プロセスである」問。

KOGとKOVが然程の区別なくともに強調されている。大会後のあるイ y

タピュ の中でエヴァノレトは，垂直協業も ILPG聞の協力と全く同様に不可

欠」であり，従来の経験を「より強く一般化」するとした問。すもっとも，実際

にはやはり「全〈同様」というわけではないのだが。

尚， ここで用語の変更をしておきたい。 K OGはこれまでにも時には単に

協業体 (Kooperation) とも言われた。 KOGパール、ン ι テ v トを KOQperation

Berlstedt (パーノレジュテット協業体〉の如〈である。 ところが，K白 戸 叩 加n誌

でみる土ほぼ8党大会の時期から KOGという従来の主たる用語がなくなり

(皆無ではない). 協業体と言うようになった。従って， 本稿も以下ではKOG

を協業体とする問。

さて 8党大会の方針は翌年の第11回農民会議によって発展的に具体化され

た。

第11回農民会議は，まず，工業的生産方法への移行の内容を従来より一層具

58i Beric'ht de$ ze出問依田n世田即位n VIll. Pat官 印:gder SED， 1971， S. 52. V gl 

DORumente 品 sVIII. Parteitages der SED， 1971， S. 23 傍点とカッコ肉は引用者。 向，
8党大会水準。協業請は， E. Godau， H. Wirsig ¥1. a.， "Kooperation und planmasige Kon 
zentration und Spezialisierung in der Landwirt到chaft". Wir官 chaftswiss凹 'lschaft.1971. 
H. 12， S. 1804庇がよ〈まとめている。

59) "Interview ヘ仏 a.0.， S. 5 傍点引用者。
60) この変化の理由は我々 にははっきりしないo 1970年3月制定申 "VOuber KOG“(農業は

対象外〕白言う KOGと区周Jするため，あるいはその後なされた IKOG畳録規定」の廃止に象
徴されるKOGの地位の一定の変化の表現，などが推測されうる。



専門的社会主義農業経営の形成 (49) 49 

体的に定式化レた。 ζれについて詳論することは本稿のテーマではないので，

掲げられたメルクマールの要約紹介だけをしておきたい6130 次の如くである問。

(1) かつての個別労働局面の機械化ではな<.農業〈第次的生産〉から加工

までの全体的に調整された機械体系の投入。 (2) 大規模専門生産単位の形成。

(3) 等質大量生産。 (4) 生産物とそのためのテクノロジー(論文061ベーシ参照)

別に段階的生産を形成し， 貯蔵・加工までの個々の生産諸段階を協業 (KOV)

化する。 (5) 科学の最新の成果の適用。 (6) 特定労働過程〔施肥・防疫・運輸・

貯蔵等〕の独立専門生産単位化問。 (7) 教育的先行の確保刷。

この会議でホーネッカーは協莱を|協同組合員にとって大規模な専門化した

生産諸単位への明確で理解しやすい移行」ノ白法だとした聞が，我々にとって問

題なのは移行プロセスと到達点の展望内容である。当会議へのエグアノレト報告

61) 会議に先立って1972年1月，グリュ ネベノレクがある LPG党書記の質問に答えるという形で

8つのメルクマーノレを定式化じている CNeuesDeutschland 0)同年 1月26日付または Kα事er-

atlnn誌同年2月号をみよ入 会議後には同年12月にSED中央委員会付属社会科学研田社会主

義政治経済学講座が「社会主義農業における工業油生産への樹守一一哩論的割問題b実践におけ

る諾匝向」と題するジンボヅウムを聞いた(明石吋:schafts"W削白t.Schaft1973年6月号をみよ〉。

なお付言すれば，グリュ ネベルグはかつて(1970年)， I特に，第7同党大会によって社会主義

農業り化学化と新技術装備の，従来白発展とは質的な点で区別される新たな段階 (Eta:即時が拍

った」という時期区分をした.即ち，主にE512や飼料収穫新珪術，大型畜産施設の導入であり，

1969年には農林業コストのうち対象化された労働の比重は55%になり，農業生産自完全機静化と

部分的自動化の初期にあるとした(..Interview mit 'Genossen G. Gruneberg“， Einheit， 1970. 

H. 9， S. 1133)， 

62) XI. Bauel切 k011gre.s_.....， 0._ a. 0.， S. 8免f.ll. S. 118 f千

63) これも主に協業組織体として形成されるが，重点たるAC Z (Agrochemisches Zentrum.農

業化学七γター〉は1972年4月には208に達した。それは合計'43白人の従業者で，企国農地の約6

割をカバーした (Eb印血， 5. 61)0 1971-75五ヶ年計画についての8党大会の指令は，計画制問

中にACZ嗣の建設を完fし，機械化等とあいまって農地 haあたり町植物生産を均年までに44

テジ lンぽ註物単位〉に高めるとした CDokumente晶 sV/Il. ，_ ..•. a. a. O.，S. 95)固尚， ACZ 

形成当初については G.Sperling， "ZBE“，K，ω'te向山vn.1968. H る-;;， S. 50 ff をみよ。

64) 農業の一仁業批にと勺て技術教育泊三費働手段の発展とと本に決定的に重要であることはい弓まで

もない。 DDR社会主義農業常時2従業者のうち技術教育悟了者〈大学卒から Facharbeiter資格

保有者まで〉の比重は， 1963年の18.1%から1972年には69.1%に向上したくStatistischι Jahr

buch der DDR 1973， S.200より算出)。ちなみに，大学専門学校出身者は農業全体では4.4
目だが，工業化された畜産施設では2;0%の比重であるくXI.Bauernkongre.s ••.••. a. a. 0.， S 

120)。

65) XI. Baueγnkongァ-es.....• a. a. 0.， S. 98f 
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や当会議の決定によれば次のようになる66)。

まず協業の単純な諸形態，特に植物生産における技術の共同投入・購入から

始まる。この段階も「重要かっ必要」であり r第 1歩の前に第2歩に進む己

正はできない」。共同投入にも， 個別労働局面(例えば穀物収穫〉のみを対象と

するものから，主要諸作物についての複合的機械体系の共同投入までの巾があ

る。そこから，比較的単純な協業的植物生産，即ち i う支fi~与キゐ特定作4ioゐ

共同生産を経て， r徐々に相対的に独立のKAPが発展するムこれらには特定

労働過程についての協業組織体の形成が絡まる。論文④でみたように，今日で

もKAPにも幾つかの発展段階がある。協業組織体新模範定款〔論文CE参照〕を

適用するに到ったKAPが，協莱的植物生産の最高段階であり，それはKAP

というよりも植物生産ZBE/ZGEである。

以上は植物生産に則して述べたが，協業の発展水準は先行すべき植物生産の

それによって明示されるからである。畜産も似たようなプロヒスによりて c

かし「さしあたりはよりゆっくりとJ， しかもより強い国家的計画化の下に，

集積・専門化する。

そうしたプロセス町を経て更に一一ここに第11回農民会議固有の政策水準が

あるのだが一一一 r例えばバールシュテ少ト・デーデロウ・ゲノレツィッヒ・オ

第1表大型工業的膏産姉設(1971年現在〕

規 模 |施設数| 内 数

手L 牛 施 設 600頭以上 61 1000~2000頭白ものが9施設

若令牛育成施設 800 ル 64 1000以上が51

牛肥育施設 1000 ノア 30 1500りもりが15

豚肥育施設 3000 11 65 5000......，10000が26と10000以上が5

繁殖豚飼養施設 400 。 55 800~loo0が8 と 1日00以上が3

(注〉 ほかに，採卵では計620万羽の25施設が国家収納量の33弘， ブロイラーは7施設が同20%
を生産した。

(出所) XI. Bat即品。噌res. • a， a. 0.， S. 60 

66) F.henda， S. 84 u. S. 124 ff 傍点引用者。但し，我々が若干補足a

67) 担し，共同投入かbすくにKAPド移った所も多い。
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ノレラータノレその他におけるように，長期にわたる協業的協力の進んだ条件の下

では， 日植物生産あるいは畜産の，寺内ィ"tUa会6主元丘中立6に発展す

る，という ζ とが明か (sichtbar)にな」った。か〈て， 10中総では認知されな

かったパーノレシュテットの突出が，今や，発展の一般的傾向，その到達点とし

て政策的承認を得たわけである問。

この到達点における経営形態 (ACZ等ではなし植物生産・畜産自〉について

第11回農民会議は，人民所有農業経営も参加している場合には，専門 LPG"

VEGだけではなく I-ZBEも可能」または rZBEが普通 (jypiscb)J として

いるように読みとれ石問。しかし，協業組織体新模範主主款(案)を解題した R

アノレトらや前述く脚注61)のシンポジウムでのK.グロショフの結語にしても，

そもそも新模範定款(第2条〉でも， 協業組織体〈非法人りそれから専門LPGに

なることもあるので，広義〉から専門化した農業経営 (LPG又はVEG)へ，であ

って，協業組織体から専門農業経営または ZB E"-，ではないロ

アルトらは「従来の経験から引出される今日の発展局雨の原則」の 1っとし

て経済的・法的に独なの協業組織体(新模範定款の意味での協業組織体のこと

ーーヲ|用者〕は当面の発展の終点では決してない。農民会議〔第11回 引用者〕

における一連の討論の中で述べられたように，例えば植物生産協業組織体

(ZGE/ZBE)はその発展の 定時点において専門化した LPGに改造され

る」ことをあげた'"。

グロ γzフは「農業における社会経済的基本単位」は何かという問題につい

て，それは rLPG"VEG及びその他の社会主義的農業経営である」とした 1

上で r工業的生産の諸要求に照応しうるために最近協同組合農民や労働者が

68) エヴアルトはさきのインタビューの時点では， 畜産にはこの方針を「展望として」語ってい
たが，植物生産についてはまだKAPまでしか語らなかった C"Interviewmit Cenossen G 
Ewald“，a. a. 0.， S. 4')0 

69) XI. B，ωwrnkongrf!β • a. a. 0.， S. 84 u. S. 126. 
70) R. Arlt u.ι， ，. Dex XI. Bauernkongres der DDR uncl die Vervol1kommnung der 

staatlichen Leitung der Landwirtschaft und des Agrarrechts"，δ'taat und Recht， 1'972， 
H. 8， S. 12521 ここで「一一連の討論」として注記きれたのは F クレーノレモント(デーデロウ)
とK.トーマ(ハーノレシ与テッけの発言であるく後述〉。
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形成した他の諸経営タイプ あるいは，単なる生産単位も を，新たな

LPGまたは人民所有農業経営がそれを通じて発展するところの過渡形態ある

いは副次形態 (Nebenformen)だと評価したJ71}。

ここに言う「他の経営Fイプや生産単位」は非法人・法人を含む広義の協業

組織体であり i新たな LPG'VEGJ とは専門化・工業化した LPG'

VEGである。 i過渡形態」はKAPや植物生産ZBE.ZGE，畜産協業組

織体〔広義〕の場合の位置付けであり i副次形態j はACZ等の， 特定労働

過程の分離ー集中としての協業組織体の位置付けと解される。後者は「新たな

LPG  ・VEGJ問にもなおそれらと並んで (neben)存続するだろうからであ

る。

設々の知る事例の中で一度はKAPを植物生産Z BEとしたオノレラータノレも

すぐに植物生産 LPGとしたく後述〉。

ともあれ，人民所有と協同組合所有のからみあいをどのように処理するかが

1つの問題である。現在の政策では，両者の混合と Lての ZBEそmものに古i1t，

同組合所有止揚のための独自的意義をみzのではなし ZGEが新たな LPG

に移行するのと同様に ZBEもVEGまたは新たなタイプのLPGへの過渡形

態となっている問。ただ，いかなる場合も人民所有財産の拡大再生産が義務づ

けられている(持分制的に〕。

VI 

かつて経営間部門交換を主とした農業生産の集積・専門化は，その後協業的

71) W.' Reibetaロzu. a.， "Der Ubergang zu industriern凶i.e:erProd uktion in der田 zialistischen
LD.ndwutschaft"， W irtscha，.舟民乙山enscha，.舟， 1973， H. 6， S. 911 f. f:基本単位」につい ζ白 ζ

うした評価は， iLPG. VEGが社会主義農業経賞。基本形態であるし，ありつづける」とい
ラ最近(第5回中央RLN会議〉山再確認 (Kooper，出回n，1973， H. 8， S 担3)もあわぜて考え
れば， 協業組織体の「法的ー経演的独立性」は， たとえ新模範定款のそれであっても， やはり
「相対的J.つまり自可河ワまたは大部分的な独立性とみるべさ Cあろう。

72) なお.Hデーリンクによれば，協業組j織体〔広義と思われる〕のうち，植物生産では協同組
世間のそれがほぼ河%を占めるが，畜産やACZ等では人民所有の参加地重が高くなるという
CH. Galow u. a.， "Fragen des neuen Musterstatuts fur kooperative Einrichtungen der 
L:mdwirtschaft und NahrungsgUterwirtschaft "， 8却 atund Recht， 1973， H. 2， S. 283t.)。
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生産方式を主要手段とするにし、たり，今や，わずかながらも先進的実践例をふ

まえて，協業的生産単位はその発展の末に，専門化し工業的に生産する新しい

タイプの LPG.VEGとして完全に独立経営化することが明かにな司た。そ

こでは既存の LPG・VEGは生産部門別に完全に解体 統合されるの

「農業における生産諸力の急速な発展は，客観的合法則性として生産の集積

と専門化にいたる。工業的生産方法の徐々の導入にともなって，伝来の生産方

法だけで怯なし伝来の経営の，および経営聞の，生産組織と生産構造も新た

な方法と形態，構造によって解体される」のであり『そこから，農業内部にお

いても食品業との連関においても，生産の社会化程度の質的飛躍が生ずる」叫ロ

アノレトらは「それによって農業という分野でも社会主義社会秩序はそれ固有の

基礎上に発展する」叫と位置付けた。

到達点たる新たなタイプの LPGについての一般的形態規定は，模範定款の

形ではむろんのこと，当面の経験総括と Lてもまだ存在しない。協業組織体新

模範定款が示す生産関係的到達水準(論文恒参Hのをびきつぎ一層展開したも白

となり，かつ亡の LPGに色濃かったアウタノレキー性を解体して完全に分業諸

環化するであろうことは明かである。しかし，こt新しいタイプがどの程度ま

で人民所有水準に接近しているのか，我々には個別事例の形でもまだ十分には

知りえない。のみならず，協業組織体のこう Lた独立経営への移行に伴って生

じうる諸問題(例えば，既存経営聞の資産交換〕の解決方法の事例もまだ知りえな

い。 生産構造その伸4 についての若干の事例を知るのみである。 ただ DDR国

家・法科学研究評議会農業法作業部会の第5回審議会 (1貯 2年10月〕の次のよう

な審議模様から，論点の 端を知ることができる問。

(1) 生産の社会化水準が高度化するので，この経営が計るべき諸利害は，ま

すます経営諸機関のみによっては代表されえずここJでは国家的管理が決定

的に有効にならねばならないん (2) 乙の経営の従業者の労働関係が労働法上

73) R. Arlt u. a.， a. a. .00，.S. 1254 傍点-51用者。
74) Ebenda 

75) H. G沼lowu. a.， a. a. 0.. S. 284 f 
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の諸規定に応じ1形成されることになることは明かだが 1その場合に組合員

資格関係が問題とされるべきか，それともー殻的に労働法関係なのかというこ

とはまだ末解決であるJo (3) 従業者のうちの従来協同組合員でながった者に

ついて新たに組合員資格関係を設定することはない。 (4) この経営の従業者総

会の，従来のLPG模範定款の意味での組合員総会と協業組織体新模範定款の

意味での従業員総会正に対する異同も今後の研究課題であるが 1両者のうち

ではその権限は本質的には協業組織体従業員総会のそれにのっとるべきであろ

うJo(5) 1同じことが所有から生ずる権限にもあてはまり，しかもそれは内容

上人民所有から生ずるそれにさらに一層接近する」。

さて，政策的にはこうした展望まで確認されたが，全国的な平均的実践水準

がどこに位置しているのかを是非知りたいところである。しかし，正確な統計

数値としては発表されていない。統計年鑑にZGE数が公表されているが，そ

れはこうした水準測定には役立たない。 11965年以来発展した」協業的結合に

より， 1今日 DDRでは 何らの方法でも協業していないLPG.VEGは

もはや存在しない」問。 とはいえ， 単純協業の域を出ない場合も少なくないよ

うであり， KAP化がかなり進んだという段階だと思われる。

ところで，第11回農民会議で提案され，翌年 1月発効した協業組織体新模範

定款についての決定 (1972年11月)はKOG登録規定も廃止した。従って， もは

や協業体が全体として一括法人化することはなく，法人化しうるのは個々の協

業組織体である。他方，最近(特に1973年5月の SED9中総以後〕協業評議会の

役割 それは1事業体的結集の表現である一一ーを強調するキャ y ベーンがはら

オetこ打〉。

協業評議会をふりかえれば，当初からKOGの機関であったのではなく，同

一協業地域内でいくつかの協業関係に 1つの協業評議会の場合毛，個1々 の協業

76) V. Klemm， "Zw四 zigJahre sozial叫 3配 heUmge由 ltu.ngder Landwirischaft in der 

DDR“， Jahrbuch fur Wirtschaftsgeschichte， 1972， Teil II; S. 126 
77) Vgl. G. Ewald， .，Nachster Entwicklungsabschnitt stell h出 ereAnforderun呂田“ (vυ皿

der 5. Tagung des RLN der DDR)， Kooperation， 1973， H. 8， S. 383 
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関係毎に評議会を設ける場合もあった(論文①参照〉。 そして後者がより原始的

である。じかし，協業諸関係を一貫性と釣合をもっτ多面的に発展させるため

に単協業評議会制度が般に承認されてKOG論の確立となり，先進KOG

はKOGとして法人化するまでにいたった(論文e参照〉。協業評議会は色々な

協業関係の統一的管理者・組織者であり，農業経営のKOGとLての地域別一

体化〔共同の計両化・管理単位化〕がはかられた〈論文①/同@57ベ ジ/同⑤参照)0

Eころが協業関係の多面化・深化は協業的牛斥にまでいたり. t品業評議会によ

る統 的直接管理は限界に達した。各協業組織責任者の単独管理の強化，従っ

て参加経営の統制Jの弱化が懸念されたのである。そこで，すでにふれたように，

協業組織別にも評議会が形成された明。 KOG参加経営は協業評議会と個別評

議会の双方によって統制し，協業評議会の機能はその一部が個別評議会に分権

されたわけである。

jy，~書評議会に則して言えば分散→集権→分権というこの推転の内実は，単純

協業の成立・多面化から協業的生産による分業関係の成立・拡大への発展であ

り，この分離集中プロセスが協同組合形態，協同組合的所有者意識に適応し

つつ進行したといえる。が，同時に，分離集中の進行が協同組合的所有者意

識のいわば社会化を促進する。

各協業組織体は独自の集団的管理機関を得た。しかし，それは同時に参加経

営の共同統時制畿関であり，従業者の二重身分とあいま勺て，三元性は克服され

ない。 従って，条件(端的には，既存協同組合員意識を協業組織体従業者意識が凌駕

するとと〉が整うにしたがい， 協業組織休の， 独自フォ Y ドの形成にまでいた

る再生産様式の発展 白守化 f論主任171~76ベータ参照l. さらにはその独立経

営化が進行する。

協業評議会は今日一般には協業体の総合的審議・コーディネーション機関と

される。法人化することはないとしても，また協業的生産の独立化が進んでふ

協業体的結集はなお重要な役割を果しており，協業評議会がその体制的保障で

78) 個々 の事例では例外もあるようだがjζ目方式が主流である，
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ある ζ とにかわりはない。 協業体的結集の必要性は， 農業経営関白直按的協

業・分業関連が協業体枠をはみだしつつあるとはいえ，なお主要には協業体内

のそれであるという生産過程的速闘の調整だけによるのではない。その連闘の

深化に伴って解決されるべき幾多の社会経済的問題が存在する。後述先進事例

からも読みとられうるところであるが，上述キャンベ ンの一翼を担ったキ a

ーノレY ク協業体の協業評議会の主要課題は次の通りである町。

'LPGt協業部の計同調整

'KAPから LPG・共同乳牛施設への飼料供給¢確保

'LPGと協業部町協定価格D形成

-適切な蓄積率の形成

-統一プレミアム化

'LPGと共同乳牛施設での畜産労働の統一ノルマ形成

'LPG ・協業部の文化・社会フォンド形成田統一基準

.LPG ・協業部における投資・リザープフォ γ ドの使用上の諸問題

・労働・生活諸条件の改善，技能資格向上

・社会主義競争

当協業体はロ-'/':0.トヅク県パト・ドベヲン郡にあり，約四00人・即日目haと，

相当大きし、。 69年以来KAP化し， 71竿10月には2∞07、ト ノレの共同乳牛施設

も完成した。この両協業部に各々評議会〈植物生産評議会・ミノレグ生産評議会〉が

ある U

協業評議会の具体的課題は，むろん，水平・垂直両面での協業・分業水準に

規定きれて多様であり，発展諸段階が存在する。

第11回農民会議の協業政策のいま 1つの重要点は，オノレラータノレ等の経験を

ふまえて同会議で提案され叫， 1972年 6月10日に発令された rLPG・GPG・

79) K. Wolm u. a.， "K∞perationsrat bewahrt sich als urgan unserer kooperierenden LPGぺ
Kooperation， 1973， H. 9， S._ 101妊.

80) XL Bauernkongres ...， a. a. .0.， S. 85 u. S. 126 f. 
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VE Gおよびそれらの協業組織体の共同フォンドの形成と使用についての方

針」である〈論文⑤参照〕。従来の共同投資の主要方式ほ個々の企画へのパート

ナーの直接的参加であるが，より進んだ段階でとられる共同フォ Y ド方式は多

目的な資金プールであり，長期投資政策にもとづ〈共同運用が容易である。こ

の方針では共同フォ γ ドを不可分フォ Y ドとして形成することが承認きれた。

共同不可分フォンドは協業関係の展開による農業経営の社会化水準の一層の

高度化である。第11目農民会議は共同フォ γ ドの設定レベノレを主にゲマインデ

連合〈概ね協業体に対応〕規模と考えたようである8>'が，郡レベルまで引上げる

ことが必要であるし，可能だという見解もすでに出されている叫。尚，共同フ

ォンドを垂直的に形成することもできる D

ところで， K OVは1971年に全国で265に達した的。第11回農民会議は，むろ

ん，垂直協業の意義の増大を指摘しているし，協業組織体新模範定款にKOV

を法制化する(第7章〉という成呆を示したが，特に H立った新たな政策的達

成はなかった。新模範定款広おけるKOV規定は rKOVの法的形成のための

法律的枠組が設定されたにすぎない」臥〉。

しかし最近，今後の新たな政策展開となるかも Lれない幾つかの間題が提起

きれている。特に次の諸点に注目しておきたい。

第 1に 1将来には 管理・コーディネ シ冨 Y連合としてのKOVと

独自の経済活動をするKOVとを区別することが必要である」町という。 事

情が詳らかでないが，後者はハレ・ザーレ果物KOV (論文③脚注65)のような

場合であろうか。第 2に， KOV諸機関に「より大きな義務と権利を与え，諸

81) R. Verbovsky u. a.， "Notwcndi&keit der Bildung und die Verwendung eigener Fonds 
in kooperativ由 Einrichtungen“，K.叫bemtion，1973， H. 1， S. 17 

82) H. Galow u. a.， a. a. 0.. S. 284 
83) ]. Gruner u. a.， .. Erfahrungen品目 denAufbau und die Leitung von Kooperation 

sverbanden“. Kooperat由民 1971，H. 9， S. 17最新の全国KQV数は我々 には不聞だが，エル
フルト県では1973年初めに50KOVが存在した ι，ZuF四 gender Org:anisatiol'l der Leitung 

von Kooperationsverbanden "， Kooterat叩 t，1973. H. 4， S. 174)。
S4) H. Galnw u. a.， a. a. 0.. S. 284 
85) 五日IJencb.沼
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経営に対するそれらの勧告宇決定 社会的利益実現のための共同の意志表示

および意、思決定としての により大きな拘束力を守えること」聞が必要だと

いう。第3に，国家的管理過程におけるKOVの地位の明確化的である。特に，

県レベルでの複合的管理の改善が問題ときれる。第4に，再び「水平協業と垂

直協業の一体性J.垂直協業の集積・専門化手段としての側面を強調する論調

がある叫。今こうした側面を強調面とすることが妥当かどうかはともかく，い

ずれまたKOVと協業体の関係のさらなる整備が問題となるのではないかと思

われる。ー

VII 

最後に，専門農業経営を形成した最先進協業体として，ハーノレシュテ γ ト・

デーデロウ・オノレラ タルの若干の状、況を紹介しておきたい。

バーJ~シコテ 'Y 卜協業体的〉は，もともと「過渡的解決」として「経済的に独

立で，自ら計画・決算する組織体」たるK A Pを1968年に発足させたが，同年

各組合員総会で協業的植物生産主法律的に独立の単位に発展させ，畜産の

部門別管理に移行するという決定」がなされ. 1969年 1月1日以来第2衰のよ

うな構成になった(論主①59"，，65ヘ ジ，特に第13表に対比〉。

植物生産の労働組織〔論文Ø61~64ベ ジ参照〉は， ここではKAP時代には

まだ地域別ブリガーデにとどまり，複合技術投入の障碍であるとともに rプ

リガ デ・エコイズム」の温存要因になりていたとし寸。植物生産LPGへの

86) "Zu Fragen “， a. a. 0.， S. 172. 
87) Eる白吃da，S. 173 
88) J Gruner u. 3.， "Die Entwicklung unseI"er Kooperationsverbande verantwortungsvoll 

weiterfuhren“.Koフ'terat日 n，1973， H.， 1， S. 29 f. 
8り 以下当協業体については従来利用の文献の一部と， 第II固農民会議でのェヴアルト報告 (XI.

Bauernkongγ'es. ....， a. d. 0.， S. 125 f.)とパールシュテヅトミルク生産LPG議長K トー
マの晃言 (flhenda，S. lR6 ff.)，フザバッハエーデルハウゼγ植物生産LPG議長 P フィ γダイ

スの文書発言 Cebenda，S. 396旺)， :&11 P. Findeis u. a.， .. LPG Pffanzenproduktion Vip. 
pachedelhausen; Fragen der e鉦ektivenGestall:ung des ReproduktionsprozeSses“， Kooper-

ation， 1973， H. 2， S. 63 ffによる.



専門的社会主義農業経営の形成 (59) 59 

第 2表パールシュテッ]協業体。構成

アィパツハι ーデJレハウゼン 農地4228ha・450人

植物生産LPG 工業的方法による植物生産ホ

パールシュテットミルク生産 ミノレク(1972年見込年産1.36万ト γ)とヰ肉の生産

LPG 210人の労働者と協同組合員 保有乳牛3350頭

ホッテルシュテット卵生産 78人

LPG 10.8万羽の採卵鶏〔年産2050万個〉と3000羽目キジ

ノイマノレク豚肥育VEG
94人の労働者と組合員 1.82万頭

年産 (1972年見込)427日Dデシトンの豚肉

* リザーブー活用Pため950頭の羊も飼養
〔注〉数値は XI.B山 ternkollgres...，a. a. 0.， S. 18G f. u. S. 126による。

移行後に 3レベル構成となり， 2領域〈ここでは部と名付け，地域別のようである〉

に分け，各々に同じ構成をとる 2つの労働種類別プリガーデをつくった。

労働種類別ブリガーデ編成は. 1972年からエノレフノレト組織・計算センターの

電算機を使うようになって労働種類別決算が容易になった乙とにも支えられて

いる。

最近，野菜の採種を中心と Lた領域をつくり，一部生産物別領域となった

〔部と Lてはほかに， 1~7::!年藤動の 1700ha のスプリングラーの運用も担当する土地改良

部，補修建設部，会計部がある〉。

ミルク生産LPGは 2000ストーノレの，豚肥育V EGは 12000liIi規模の工業的

施設をもっている。養鶏施設もむろん工業化きれている n

尚，叶イロは栴物生産L P Gに属しているの

専門経営への移行に際しては既存経蛍聞の労働力移動が必要であり，各組合

員ないし労働者にとって移動後も旧来の諸権利が確保されねばならない。その

ために協業体全体に統ーの経営規則jがつくられた(但し，各経営の生産的特殊性に

よる若干の差異はある〉。

ここでも協業体としての共同フォ γ ドが形成されている(，協業体中央フォ γ

ドJ)が，これの主な目的は，現行価格体系の欠陥から生ずる協業体内経営問収
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益性格差を是Eする平準化フォンドとしての機能であり，各経営が払うべき

「経済的に根拠のある税」のうち年間総所得を基準とする部分がここから統一

的に払われる。 1経済的に根拠のある税」のうち，蓄積率の向上を刺激するた

めに労働力あたり消費部分額にかけられる税は各経営が支払う。

現行国定価格体系は既存農業経営構造を想定しているために専門経営の再生

産にみあっていないといわれ，しかもそれの協業体内協定価格による是正には

限界があるといわれる。

尚，ここの中央フォ γ ドは収量異常への対策としてのリザープフォ Y ドの機

能も兼ねているが，共同投資機能がどうなのか不明である。

KAPの事例として論文④でとりあげた (56ページそり他〉デーデロウ協業

体叫は. 1971年には第2図の如き生産構造となっていた。当時すでに，飲用ミ

ノレクKOVと肉豚KOV.野菜KOVに入っていた。

そして第11回農民会議において. KAPデ デロウ責任者 F クレ ノレモγ

トは，パーノレシ品テット白実践経験を納得して. 1972年 1月植物生産LPGに

移行した，と報告したー続いて畜産の再編がなされ，今日第2図のような経営

構成となったの

EfE直宮E7司直雪
竺日 | 邑竺竺

|ミレク生産1
IZBE 

(ミルク生産評議会〕

〈出所) M. Jahne u. a.， a. a. 0.. S. 493. {.且し， ミルク生産 ZBEの内部構成を略。

90) 以下当協業体については，論文④脚住43の文献の一部と， M. Jahne u. a.， "ZBE Milchpro-
dukti叩 Dedelow: Wie wir unsere Leitungsarbeit 'org;田 ISlere泊“.K，四 戸 市ticn，1973， H 
11， S. 492古による.
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みられるように，ここではミルク生産はまだZBEである。これは乳牛飼養

における分業的連関の特別の緊密さへの配慮によると思われる。

、第11回農民会議において専門 L.PGの形成を明かにしたいま 1つの協業体オ

J~ラータ J~は， ゲヲ県ベス不ック郡にある91)。 ここも早くから成立した先進

KOGである。

ここでの協業関係の展開を簡単にふりかえれば， 1964年に単純協業を開始し，

1966年に地域発展構想の作成にし、たった。しかし，この聞の生産的協力は経蛍

間作付作物交換とコンパイ yのみの共同投入，新技術購入の調整にすぎなかっ

た。その後， 900ha O~スプリンクヲーをはじめとする共同土地改良事業に着手

し，コンハイン作物の耕作・収穫・収穫関連作業を共同化し， ACZをつくる

などしたo 同時に隣接 KOGと共同で植物生産の工業化モデルを作成し， 両

K OGが合流して，植物生産ー畜産の専門化した近代経営の形成を構想した。

こうした経験の上で1969年 1月にK A Pオルラータルが発足した。当協業体

は， 当初タイプ 1• IT・而混合の10数 LPG(同に資料で12とも15ともいう〉・計

52日Oha・約1300人であったが， 隣接KOGとの合流(但1."，隣接KOG内の一部

の経営は他VKOGへ移ったようである〉と←部経営の合併〔経営数の変動からの推

定〕を経て，第11回農民会議時点ではlOLPG.1VEGから成り，約百OOOha

の農地となった (KAPは約750人〕。

KAPオノレラータノレ責任者R ムy ツ z ノレトは第11回農民会議で，専門LPG

の形成としづ発展方向を支持し i我々のところでも集積と専門化の新たな一

歩を実行しうる時が成熟した」との判断を示した。乙の時すでに当協業体の多

〈の会議で「植物生産・牛生産・豚生産に専門化したLPGの結成が確認さ

91) オルラータル協業体は，Protokoll des VII. Par官 ztages占rSED， 1967， Bd. III， S. 432 ffノ
G. Kaulitzki u. a.， "Koop目 ationsgemeinschaftenOrlatal un司Wtlhelmsdorf: lnclustriem 

甜igeP:!lanzenproduktion一一一 Zielund Weg "， Ko明erotwl九 '96f1， H. H， S. 1!l任 /XI. 
Baue17l是ongァeβ ，a. a. 0.， S. 300 ff.1 R. Munzert u. a.， "Intensivierung der P:flan 
zenproduktion wird zielstrebig geleitet“，K，ωpera畑町 1873.H. 1， S. 23妊 IR. Mun"，crt 

u. a.， 11 Orlataler Erfahrungen zur Bildung und Verwenclung eigener und gem~in田me，

Fonds. "Koo押印tion，1973， H. 9， S. 396任によるe
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れ」ていたというが，実際にはいま一段階ふまれた。すなわち， 1972年 8月 1

日からKAPを植物生産ZBEに発展させ，その上で短期間に植物生産 LPG

に移行した。

前述のように，当協業体は共同フォ γ ド形成の典型例である。 1969年より乙

れを形成し，各経営および協業組織体が得た資金的成果は各々の独自フォ Y ド

とそれら共同のフォンドに繰入れられる。共同フ*'"ドへの繰入れは協業評議

会がつくる計画値(各組合員総会・ VEG長の決定を要す〉にもとつくが，具体的

算出万法は不明である。ただ，各経蛍・協莱組織体にとってのさしあたっての

余剰資金の集中というーとが基本的な考え万である。

乙ιの共同 Y オントは平準化アオンドの機能はなし共同フォンドの本来的

目的たる共同投資が主目的である。従って，対国家義務は個別に果される。

共同フォソドは，第3表の如<，投資フォ y ド・リザープフ々 Y ド・ゲマイ

Y デ連合フォ Y ドから成り，最後のものは当然ゲマイツデ連合が運用するが，

前三者についての業務はKAP/植物生産L:pGが担当する。

共同投資フォソドは.全国的重点にあわせて.主に土地改良と貯蔵体制整備

に投入されてきた。 これによって植物生産の基本手段投資は100%， 畜産のそ

れは70%まで自己金融されるにいたった〔第5表参照)。

第3表オルラータル共同フォンドへの繰入れ (1000マルク〉

医師判官酔|叩ミ ん口 計

共同投資 1i6729 年7 
1317.6 853.9 2171.5 

フォンド 458.4 756.6 278.5 1493.5 

共同リザー 69ρ 1250.0 

f 7 才 γ ド 72ρ 100.0 290.0 390.0 

ゲマインデ 67.0 214.0 

連合フォソド 72 か 484.0 319.0 147.0 950.0 

(出所) H.. Munzert u. a.， .. Orlataler... ". a. a. 0.. S. ;5!:l8. 
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第 4表 KAP!:植物生産LPGオルラ タ

ノレの独自フォンドへの繰入れ
(1000マルク〉

I 1叩年 I 1972年

文化・社会フォシド | 132.2 126.0 

プレミアムフォンド | 251.'1 177.5 

りザープフォンド|

経常手段フォ γ ド l 496.5 

投資フォ γ ド | 3538.8 

減価償却金より| 1713.7 

利 潤 よ 1825.1 

(出所) 第 3表に同じ。

第5表 オノレラ タノレ共同フォ

γ ド参加経営の基本手

段金融 (%) 

!クレジヅト1自己手段

1969年

1970 59 

1971 60 

1972 82 

(出所〉第3表に同じ。 S.399

順調な成果の中で参加経営が他にも広がった (2L P G) という~，今後は畜

産にふりむけ， 10万頭規模の豚肥育施設と2∞0ストーノレの乳牛施設の建設を計

画 Lている。

ゲマイ Yデ連合共同フォ γ ドは労働・生活条件の改善に用いられる。例えば

商業サーピス組織体，住宅，文化・スポーツ施設等であり，学校・道路にも投

入されたるリザープフォンドは主に労働者・組合員の所得の安定化に用いられ

る。

尚，当協業体では協業評議会の任務を， (1) 植物生産と畜産の釣合の確保，

(2) 諾フォ γ ドの集中と運用， (3) リスクフォ γ ドの形成・使用， (4) 消費に

おける諸釣合の確保， (5) 協業体として統一的な労働・生活条件の発展， (6) 

ゲマイ yデ連合等との結合，としている。

さて，以上のような高度な専門化が諸KOVにおける垂直的調整や共同投資

等を伴なっている乙とはいうまでもない。また逆に，専門化の進展によって，

KOV的結合が高度化する。ますます経営問の縦横のコ デイネ ションが要

請され，国家的管理の高度化ともなる。
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おわりに

相当に複雑な経過ぜあったL 今後もなおかなりの期間を要するだろうと推

測されるが，多様な協業諸関係の展開によって，様々な立遅れをもち，アウタ

ノレキー性の強かった農業経営が近代的専門経営に再編されはじめた。

諸経営の分業諸環化の進行が新たな水準の経営間協業でもあることはいうま

でもない。それは工業における協業水準にほど近いものとなろう問。

我々としては今後， 国際比較(アジアを含めて〕をはかり， 新たなタイプの

LPGがいかなる一放的形象となり，それはどのような経営問協業体系に組込

まれるかに注目しつつ，発達した工業国における社会主義農業という視点のも

とに過濯を対自化せねばならないと考えている。その際には，農業の明日を示

すはずの工業における経営間関係の総括をふまえることも重要であろう o 後日

を期したい。

E付記〕 本稿は少々前に別の形で記したものをこのようにまとめなおした。進行中

。事態ゆえに，その後に得た資料によって補正すべきだが，都合で果せなかったこと

をお断りしたい。ただ，N側出 DeutschZand(l)今年 (1974年) 8月21日付によると，

現在KAPは1173で，全国農地目70%に達したとされている (S.じことだけ補足し

亡おきたい。全国農地は1972年に 629万haであり，以後も大きな変動はないと思われ

るのでKAPの平均規模は 4000ha前後と推定される。(1974.9. 5. ) 

92) Vgl. R. Hahneτ1; u.a.， "EiniJョeGrundf日 gender Weite:rentwicklung de5 sozialistischen 

Agrarrechts nach dem VIII. Parteitag der SED“，W町 Z.Karl-Marx-Univ. Leipzig， 
Ges.-und Sprachwiss. R.， 1972， H. 5. S. 468 


